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要旨

　本研究は1966年および1967年の日本の身体障がい者スポーツの指導者養成を対象として、1964年の

パラリンピック東京大会から1966年にはじめて開催された身体障害者スポーツ指導者講習会へ至る関

係性と、1966年および1967年開催の身体障害者スポーツ指導者講習会の実態や背景について検討した。

特に当時の体育、スポーツ関係者の関わりや貢献のあり方に注目した。

　1964年に開催されたパラリンピック東京大会は二部構成であり、主に国内の車椅子選手以外を対象

として開催された第二部がのちの全国身体障害者スポーツ大会へと発展して開催された。厚生行政の

事業であったとはいえ「スポーツ大会」としての側面を強く持ったことから、厚生行政関係者のみで

行うことは困難をきわめ、体育・スポーツ関係者との協働で推進されていった。この大会に通ずるパ

ラリンピック東京大会第二部の競技規則を制定に際しても、体育学を修めた関係者が尽力があった。

　1966年および1967年開催の身体障害者スポーツ指導者講習会の内容や講師の選定については、（財）

日本身体障害者スポーツ協会初代常務理事であった氏家馨が関係業務を全面的に引き受けていたこと

が推測された。実質的な指導者講習会の運営は（財）日本身体障害者スポーツ協会と国立身体障害セ

ンターが協力して行っており、ここでも体育学を修めた人材が多数の講習科目の講師として登壇して

おり、多大な貢献を果たしていた。1966年および1967年の講習会の内容については、全国身体障害者

スポーツ大会や国際大会で採用されている競技の実際のやり方や競技規則を学ぶことが中心であった

と理解されたが、1966年開催の指導者講習会と比較すると、1967年のほうが「競技規則等を伝達する

こと」に力点の置かれた講習会であったと総括できる。
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1 ．はじめに

　日本における障がい者スポーツの歴史について考えるとき、一般的には1964年パラリンピック東京

大会をそのはじまりとすることが多い。当時は国内で障がい者スポーツに精通している者がほとんど

いなかったことはもちろんのこと、障がい者スポーツを経験したことのある者すらほとんどおらず、

とにかく出来得る限りの準備をしてパラリンピック東京大会を実施したというのが実態であるとされ

ている 1 ）。

　パラリンピック東京大会は車椅子選手による国際ストーク・マンデビル競技大会を第一部として 5

日間行ったあと、日本国内の車椅子選手を除いた他の身体障がい者に西ドイツ（当時）選手の特別参

加を加えた盲、ろうあ者などの身体障がい者の競技大会として第二部を 2 日間行っている2 ）。そして、

この第二部大会を発展的に引き継ぐ形で、1965年以降、国民体育大会の開催地では国民体育大会後に

全国身体障害者スポーツ大会を開くことが決定された 3 ）。この大会の開催が日本の身体障がい者ス

ポーツの普及発展に果たした役割はきわめて大きかった。しかし、実際に滞りなく大会を運営するた

めには、大会を運営をする人々や選手を派遣する都道府県関係者の大会に対する理解の促進などが不

可欠であった。こうした過程の中で、指導者を養成することの必要性が顕在化していったのであった。

　障がい者スポーツ指導者の養成は第 1 回全国身体障害者スポーツ大会が開催された翌年の1966年に

はじまっており、当時の名称は「身体障害者スポーツ指導者講習会」であった。指導者講習会につい

ては、1966年以降、数度の名称変更を行い、内容についても都度の検討や修正を加えられた。そして、

1985年に（財）日本身体障害者スポーツ協会公認の指導者制度発足に至ったのである 4 ）。

　1974年に開設した大阪市身体障がい者スポーツセンターの初代指導課長を務め、のちに（財）日本

身体障害者スポーツ協会の技術委員長なども歴任した藤原注 1 ）は、『障害のある人々のスポーツ　総

論』４ ）の中で初期の障がい者スポーツ指導者養成について、「実際には、全国大会のスムーズな運営の

ための伝達講習会という感じであった」と述べており、指導者の力量を向上させることを目的とした

講習会というよりも、全国大会を開催する都道府県の行政関係者に向けた内容が多かったことを指摘

している。藤原は著書の中で自身の経験や指導者講習の主催者、開催場所、開催期間などについて詳

細に記述しているが、講習会の内容については具体的に記述していない。

　1974年には国立身体障害センター注 2 ）の次長であり、（財）日本身体障害者スポーツ協会の事務局長

を兼務していた田崎と大石が1971年から1975年までの 5 年間の指導者養成の状況についてまとめてい

る 5 ）。その中では各種身体障がい者施設に勤務する職員が受講者の半数以上を占めていたことや受講

者へのアンケートを通じて、講習会の講義内容の難易度について、およそ 4 分の 3 の受講者が「適当」

と感じていたことなどが報告されている。ただし、講義内容等に関する記述や検討はなされていない。

　日本における障がい者スポーツの初期から指導的な立場で関わってきた中川は日本初の障がい者ス

ポーツの指導書とも評された ６ ）『身体障害者とスポーツ』７ ）の中で、スポーツを行うために指導者を必

要としている身体障害者が多数いる実情を示し、それに対応するだけの指導者が量的にも質的にも不

十分であった当時の状況について述べている。

　近年の指導員の実態についての調査等をみると、たとえば障がい者スポーツ指導者協議会指導部

会 8 ）は、「指導に不安がある」という指導員が21.4％いたこと、抱えている不安の内容については「障
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がいに起因する配慮事項」、「対象者の障がいへの理解」や「ルールなどに関する知識」等であったこ

とを明らかにしている。

　スポーツ指導者の養成については量的にも質的にも、その時の社会の要請に左右される側面を持っ

ており 9 ）、その意味から考えると、身体障がい者スポーツ指導者養成の歴史的な変遷を捉えていくこ

とは、同時にその当時の社会背景と身体障がい者スポーツとの関わりを考えることにも通じ、身体障

がい者スポーツの歴史的な変遷や動向を捉えていくうえで欠かすことのできない視点であると考えら

れる。

　本研究では、1966年および1967年の日本の身体障がい者スポーツの指導者養成を対象として、次の

2 つの点から検討を加えた。ひとつは1964年のパラリンピック東京大会から1966年にはじめて開催さ

れた身体障害者スポーツ指導者講習会へ至る過程を明らかにすることであり、もうひとつは1966年お

よび1967年開催の身体障害者スポーツ指導者講習会の実態や背景を明らかにすることである。

2 ．パラリンピック東京大会から全国身体障害者スポーツ大会への継承

　1964年にパラリンピック東京大会が開催されたが、この大会は二部構成であった。第一部としてパ

ラリンピックに通ずる障がい者スポーツの発祥の地といわれるストーク・マンデビル病院ではじまっ

た車椅子選手による国際ストーク・マンデビル競技大会を 5 日間行った。その後、第二部として日本

国内の車椅子選手を除いた他の身体障がい者と特別参加の西ドイツ（当時）選手を加えた競技大会を

2 日間行った。この大会は盲、ろうあ者なども参加した10）。そして、パラリンピック東京大会、特に

第二部大会の成果を引き継ぐ形で国民体育大会開催地において国民体育大会後に全国身体障害者ス

ポーツ大会が行われることが決定された。当時の新聞 2 ）をみると、

　厚生省は今年から毎年、国民体育大会の開催地で国体のあと引続いて全国身障者（身体障害者

─引用者）スポーツ大会を開きたいとの意向を十九日発表した。昨秋のパラリンピックの成果を

引継ぎ、スポーツを通して身障者の更生意欲を高め、あわせて失われた機能回復を助けるのがね

らい。運営は民間にまかせ、国と都道府県が補助する。

と記されており、全国身体障害者スポーツ大会がパラリンピック東京大会の成果を引き継いで行われ

ることになったこと、全国身体障害者スポーツ大会が身体障害者の更生や身体障害者に対する国民の

理解を促進することを目的としていることが報道されていた。また、（財）日本身体障害者スポーツ

協会の『創立二十年誌』の中には、全国身体障害者スポーツ大会の開催が決まったことを受けて、厚

生省および日本身体障害者スポーツ協会が、1965年の国民体育大会開催県である岐阜県と協議に入っ

たこと11）が記されており、当時の状況を以下のように説明している。

　この種（全国身体障害者スポーツ大会のようなスポーツ大会について─引用者）の事業につい

ては全く経験のない厚生行政の分野のものばかりで戸惑いが多くあったが、幸いに日本体育協会

や地元岐阜県厚生部を始めスポーツ団体、福祉団体等の民間の力を結集することができ成功する
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メドがついた。

　厚生行政の一環として全国身体障害者スポーツ大会の開催が決定したとはいえ、「スポーツ大会」

でもある大会の運営を円滑に行うために、第 1 回大会当時から、日本体育協会はじめ体育、スポーツ

関係者の協力を強く必要としていたことが読みとれる。裏を返せば、「スポーツ大会」である以上、

それに不慣れな厚生行政関係者のみでの実施は困難であったものと解釈できる。このように厚生行政

関係者のみでの身体障害者スポーツ関係大会の実施が困難であり、体育、スポーツ関係者の協力を必

須とした状況については、日本身体障害者スポーツ協会初代会長であった葛西が1965年に行われた関

係者との座談会「身障者のスポーツをどうすすめるか」注 3 ）12）の中で、同席していた西田文部省体育局

長に向けて、「私どものほうで文部省の局長さんにお願いしたいのは、一般の体育関係の方に身障者

スポーツに協力していただくということです。パラリンピックのときにも東京都の体協の方に協力し

ていただいて、大変に助かりましたからね。」と述べたことにも表れていた。葛西は1964年のパラリ

ンピック開催に際して東京都体育協会をはじめとした体育関係者の協力があったことに触れ、そのこ

とに謝意を示すとともに、その後の発展に向けて体育関係者の協力を打診、依頼していた様子が窺え

る。また、同じ座談会の中で葛西は、「去年のパラリンピックのときに、出口林次郎注 4 ）さんのお世話

で、アンパイアも東京都の体協の方がたにやってもらって、この方面（身体障害者スポーツ─引用者）

に非常な関心を持っていただきました。この意味でも大いに有意義だったです」と具体的な個人名を

挙げたうえで、アンパイアという体育、スポーツ関係者の果たした役割のひとつを示し、謝意ととも

に意義についても言及している。

　国立身体障害センターで技官を務め、のちに（財）身体障害者スポーツ協会の理事も務めた増田注 5 ）

は自叙伝『来し方』13）の中で、東京パラリンピックについて当時の様子を詳しく記述している。

　大会（1964年のパラリンピック東京大会─引用者）の際の競技役員として協力してくれた人達

の中、今でも私の印象にはっきり残っている人達を挙げれば、陸上の渡辺弥太郎氏、水泳の菊池

章氏、バスケットボールの鈴木正三氏、アーチェリーの小沼英治氏および細井英彦氏、卓球の矢

尾板弘氏、フェンシングの伊藤知恭氏、ウエートリフティングの野中義治氏等である。皆オリン

ピックから引き続きであったにも拘らず、快く世話してくれた。

　オリンピックの役員やコーチを務めるレベルの体育、スポーツ関係者もパラリンピック東京大会に

携わり、大会を支えていたことがわかる。

　1966年からはじまる身体障害者スポーツ指導者講習会の柱のひとつとなっていく「競技規則」につ

いても、1971年より指導者講習会を務めた水田注 6 ）14）は以下のようにその経過を記している。

　現在わが国で行われている身体障害者スポーツ競技の規則は、財団法人日本身体障害者スポー

ツ協会（葛西嘉資会長、田崎清春事務局長）によって編纂された身体障害者スポーツ競技規則集

に基づいています。この競技規則は1964年（昭和39年）の東京パラリンピックの第 2 部（国内）

大会のために初めて制定されたものです。（中略）。その折に初めて編集されてできたのが身障ス
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ポーツ競技規則で、その後ISMGやISOD等の国際競技ルールの変動、国内レベルの向上、一般競

技規則の改正等に伴い、内容は変化・充実し現在に至っています。

　（財）日本身体障害者スポーツ協会も1991年にまとめた『身体障がい者スポーツ競技規則の調査研

究』注 7 ）15）の冒頭で、「身体障害者の競技規則は、パラリンピック東京大会の第 2 部国内大会のために

作成されたことにはじまり、全国大会、地域における競技会や運動会の運営がスムーズに行くように

少しずつ改正されてきた」とその経過と変遷を明らかにしており、パラリンピック東京大会から全国

身体障害者スポーツ大会へと継承されたもののひとつに「競技規則」があったことが示されている。

この競技規則に関しては、増田がパラリンピック東京大会に向けた準備段階のことについて触れ、次

のように述べている。

　準備作業の中で、一寸面倒だったものの一つに「ルールブック」編纂の仕事があった。（中略）。

もっと大変だったのは第 2 部国内競技（これが全国身体障害者スポーツ大会へと引き継がれた─

引用者）の規定であった。なにしろ、殆ど参考資料がない上に、はじめてのこととて、相当の難

作業であった。（中略）。中でも、最もまごついたのは「肢体不自由者の競技種目および障害別適

用表」の作成であった。私には医学の知識がないから手をこまねくしかなかったが、幸にセンター

（国立身体障害センター─引用者）厚生技官下河辺征平博士（現専門学校社会医学技術学院副学

校長）が整形外科医であって、しかも彼自身万能スポーツマンタイプ、この人に頼んだところ、

わが事のように協力してくれたので、本当に救われた。（中略）。

　なお盲人の部については、藤本道雄厚生教官、ろうあ者の部については、船山純夫厚生事務次

官がそれぞれの職場、光明寮とろうあ者更生指導所の体育を担当していたベテランの実際家でも

あって、快くこの難作業を分担し、なし遂げてくれた。二人共資料集めに、実験に、作成にはず

いぶん苦労したようであった。これに総則を私がつくり、つけたして、当面必要な「ルールブッ

ク」を纏めたのであった。

　パラリンピック東京大会後の身体障害者スポーツの普及発展に大きな役割を果たした全国身体障害

者スポーツ大会の競技規則は、パラリンピック東京大会第二部のために準備されたものを継承したわ

けだが、ここでも東京高等師範学校で体育学を修めた増田、身体障害者への体育指導の実務に当たっ

ていた藤本注 8 ）、船山が尽力し、多大な貢献をしていたことがわかる。藤本も日本体育大学で体育学

を修めている。

3 ．初期の身体障害者スポーツ養成（1966年と1967年）

　毎年全国身体障害者スポーツ大会を開催することになったことで、それに参加する選手の選考を兼

ねて各都道府県単位でスポーツ大会が積極的に開かれることとなり、各地域への身体障がい者スポー

ツ普及の契機となった16）。

　パラリンピック東京大会第二部大会を継承して全国身体障害者スポーツ大会がはじまり、その全国
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身体障害者スポーツ大会が各都道府県単位でのスポーツ大会の開催を導くこととなった。つまり、全

国身体障害者スポーツ大会という大きな大会を設けることで身体障害者スポーツ大会の全国的な普及

が図られたのである。そうなると、選手選考のための都道府県大会などを行ったり、都道府県選手団

を全国身体障害者スポーツ大会に率いていくために、全国身体障害者スポーツ大会で行われる競技の

ルールや競技方式などに精通した関係者が中央のみならず、地方においても一定数必要となる。こう

して、身体障がい者スポーツ指導者を養成する必要性が生じたのである。

　1965年に設立された（財）日本身体障害者スポーツ協会の寄付行為の中に、「この法人は、身体障

害者のスポーツの振興とその他社会復帰の援助をはかり、もってわが国身体障害者の福祉の増進に寄

与することを目的とする」と掲げられており、その目的を達成するための事業の一つとして、「身体

障害者スポーツの指導者の養成」が挙げられている。1965年に第一回全国身体障害者スポーツ大会が

開催されたことを契機として、翌1966年から実際に指導者養成が開始されることとなる。

3 - 1 ．1966年指導者講習会－競技方法や競技規則の伝達－

　1966年の指導者養成については、日本身体障害者スポーツ協会（現在は、日本障がい者スポーツ協

会）が毎年発行している『事業実施概要』の中にも関連する記述を見つけることはできず、『創立

二十年史』の記述や関係者の証言に頼らざるを得ない。

　『創立二十年史』の「昭和41年度事業実施概要」17）18）をみると、「身体障害者スポーツ指導者講習会」

の記述があるが、そこにも、この講習会の趣旨や目的などについての記載はない。しかし、当初より

この講習会に関わっていた橋谷注 9 ）19）が「この研修会の大きな目的は、身体障害者スポーツの理解・指

導技術の向上・普及にあった」と記していることから、当時、認知度のきわめて低かった身体障害者

スポーツについて、まずは広く知ってもらうという点に主眼があったものと読み取ることができよう。

　1966年開催の講習会については、1966年 5 月18日から1966年 5 月19日までの二日間に亘り国立身体

障害センターで開催され、受講者が56名であったことが記録されている。受講者の内訳としては、都

道府県障害関係者が26名、リハビリテーション等の施設関係者が25名、医療機関の関係者が10名、養

護・盲・ろう学校の学校関係者が 3 名、身障（身体障害者─引用者）団体関係者が 1 名であった。な

お、この年の講習会で体育関係者が受講した記録は残っておらず、体育関係者の受講については1968

年の講習会まで待たなければならない。主な受講者は行政ならびに医療福祉関係者であった。

　藤原4 ）が指摘したように、この当時の指導者講習会が全国身体障害者スポーツ大会開催に向けた伝

達講習会の趣が強かったものとすると、できるだけ多くの都道府県から受講者が集まってくること、

国民体育大会開催予定の都道府県から受講者がいることなどが期待された状況といえるだろう。こう

した視点から受講者の内訳を見なおしてみると、活動場所あるいは居住地別には33道府県、 5 政令指

定都市から集まっており、1967年に国民体育大会を開催する埼玉県から 2 名、1968年開催予定の福井

県から 1 名、1969年開催予定の長崎県から 1 名、1970年開催予定の岩手県から 2 名が受講していた。

全国身体障害者スポーツ大会開催予定の都道府県からの受講者が突出して多いとは言えないが、当該

都道府県から受講者があった背景には、全国身体障害者スポーツ大会の開催を控えているからという

理由もあったであろう。全国身体障害者スポーツ大会の開催が身体障害者スポーツの普及に一定の成

果をもたらしたという端緒を認めることができるだろう。このような全国身体障害者スポーツ大会の



81

金子：日本における障がい者スポーツ指導者養成のはじまり

開催が社会に与えた影響について、橋谷20）は「この大会（全国身体障害者スポーツ大会─引用者）が

毎年開催されることにより、都道府県は都道府県独自に体育大会を開催するようになり、県レベルの

身障スポーツが向上して行き、障害者を取り巻く環境が少しずつ改善あるいは理解されだした」と記

している。また、講習会が行われた国立身体障害センターは身体障害者のリハビリテーションの中心

的施設であり、パラリンピック東京大会当時も同センター次長であった氏家馨が国際身体障害者ス

ポーツ大会運営委員会の事務局長を務める21）など、当時の身体障害者スポーツの振興の中心的かつ重

要な役割を果たした機関であった。国立身体障害センターはパラリンピック東京大会終了後もパラリ

ンピック東京大会で使用した各種用器具を引き受けて保管したこと、（財）日本身体障害者スポーツ

協会の事務所を置いたこと、（財）日本障がい者スポーツ協会の役員や指導者講習会の講師を輩出し

たことなどから、（財）日本身体障害者スポーツ協会とは強い協力関係にあった22）。こうした諸状況

を勘案すると、日本における初期の指導者講習会が国立身体障害センターで行われたのは自然の流れ

だったと理解してよいだろう。

　講習会の内容および担当講師については 2 日間を通じて、次のようであった。

　「開会式（会長挨拶）」

　「身体障害者スポーツの概念および身体障害者スポーツ実施上の注意」（今井銀四郎・国立箱根療

養所）

　「車椅子競争および車椅子スラローム」（マドロウ：タッパウエア）

　「車椅子バスケットボール」（マドロウ：タッパウエア）

　「規則解説」（増田弥太郎：国立身体障害センター、船山純夫：国立聴力言語障害センター　橋谷

俊胤：国立東京視力障害センター）

　「障害競歩　聴力障害者競争及び盲人競争」（増田弥太郎：国立身体障害センター、船山純夫：国

立聴力言語障害センター、橋谷俊胤：国立東京視力障害センター）

　「槍正確投、棍棒投、砲丸投、円盤投」（衣川福二：国立身体障害センター）

　「洋弓」（加茂寿一郎：日本アーチェリー連盟副理事長）

　講習内容や講師の選定がどのような過程を経て決定されたのかは不明だが、当時の（財）日本身体

障害者スポーツ協会には評議委員会と理事会の二つの会議体があり、そこで各事案について決してい

くことが示されている23）が、最終的には理事会でさまざまな事案に関する最終判断を決していたと考

えるのが自然であろう。また、（財）日本身体障害者スポーツ協会の初代常務理事であった氏家24）は

日本障害者スポーツ協会の発足に当たって、

　協会（日本身体障害者スポーツ協会─引用者）の事務所は適当なところがないので当分の間、

国立身体障害センター（東京都新宿区戸山町一）内に置くことになったが、前の団体である運営

委員会の方針と同様に専任職員はおかずに、役職員は皆手弁当式で奉仕することを堅持し

と記している。また、当時、国立身体障害センター職員であり1966年の指導者講習会の講師も務めた
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橋谷22）は自身の歩みを振り返る手記の中で、「当時日本身体障害者スポーツ協会のことは氏家馨氏が

取り仕切り私も信頼されていたのでいろいろの仕事を任された」ことを明らかにしている。

　これらの記録から総合的に考えると、当時の（財）日本身体障害者スポーツ協会が有給の専任職員

を配置せず、役職者も各人が本務を持ちながら兼務していた状況であったことから、役職者も含めた

関係者が定常的に（財）日本身体障害者スポーツ協会の業務の役割分担を分担、遂行していたとは考

えにくい。また、のちに井手25）が

　私は 3 代目の常務理事だったのですが、それ以前は常務理事ひとりしか専任者がいなくて、年

に 1 回、全国大会に 2 日間顔を出して挨拶をする、ロンドン（国際ストーク・マンデビル競技大

会─引用者）に選手を派遣するといったことしかやっていなかったんです。私の代からは事務局

長がひとり来たもんですから、中の仕事はその人に任せて、私はもっぱら会長の指示を得て外へ

出て仕事をした

と振り返っていることを考え合わせると、初期の指導者講習会の内容や講師選定については実質的に

（財）日本身体障害者スポーツ協会常務理事であった氏家が一手に引き受け、その取りまとめ、講師

の選定や調整を図っていたものと思われる。氏家の業務量などを推測すると、氏家が講習会の内容や

講師選定について十分な吟味を重ねることは困難だっただろうと考えられる。

　また、指導者講習会の内容についてその詳細を窺い知ることはできなかったが、講師のひとりでも

あった橋谷19）が当時の状況について次のように記している。

　第 1 回目（1966年開催の指導者講習会─引用者）より、リハビリテーションの成果としての身

体障害者スポーツ競技のルール説明や運動療法・スポーツ療法としての用い方などを障害別に、

増田弥太郎、船山純夫、橋谷俊胤が担当し、一般競技種目についてはトップレベルの技術指導は

競技団体の責任ある方々が担当された。

　つまり、実際の講習会の柱として全国身体障害者スポーツ大会や国際大会で採用されている競技の

実際のやり方や競技規則を学ぶ内容であったことが確認できる。この「競技規則」がパラリンピック

東京大会から継承されたものの一つであることは、すでに述べたとおりである。

　増田、船山、橋谷の 3 名が同時に担当していたと読み取れる記載の科目（たとえば、「競技規則」

など）については、それぞれの専門である障がい別に講義を行っていたことが記されており、ここで

も体育学を修めた関係者が多くの役割を担っていたことが分かる。初期の身体障害者スポーツ指導者

講習会や指導者養成の面においても体育、スポーツ関係者の尽力や貢献が多大であったことが確認で

き、この点を見過ごしてはならないだろう。

　橋谷とともに初期の指導者講習会の講師のひとりであった増田は、最初の指導者講習会が開催され

て 7 年が経った頃、身体障害者スポーツの本質について、「なかんずく決定的に大切なことは常に精

密な医学的管理を怠ってはならないことで、これをないがしろにするならば身障者スポーツはその本

質を見失うであろう」26）と述べている。身体障害者にとってのスポーツは、スポーツとしての指導だ
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けでなく、医学的管理（専門家による診断や経過観察という意味での）と両輪であることの重要性を

強く説いており、初期の指導者講習会において、その中心的な立場にいた増田は少なくとも自身の担

当科目について、こうした考え方や視点を反映させながら講習会を展開していたものと考えられる。

3 - 2 ．1967年指導者講習会

　1967年の指導者養成については、（財）日本身体障害者スポーツ協会が発行する『事業実施概要』

の中で、「身体障害者スポーツ指導者講習会開催について」とする文書が残っている。そこには、

　我国身体障害者スポーツについては、かねてその普及発展のためご尽力をいただき、近頃著し

い進展を遂げましたことは御同慶にたえないところであります。

　最近、国際競技規則にも多少の変更もあり、国内競技の実際の上にも種々御意見等ありますこ

とと思いますので、この際身障スポーツの実際および理論について研究いたすため下記により講

習会を開催いたしますからご多用中恐縮に存じますが、担当者のご派遣を煩わしたく御願い申し

上げます。

と記されている。1966年に開催された指導者講習会について、その趣旨が明記された文書などを確認

することはできなかったが、1967年の開催に際しては趣旨が明記されており、その点で、いわゆる講

習会としての体裁を徐々に整っていったとみてよいだろう。

　「国際競技規則にも多少の変更もあり、国内競技の実際の上にも種々御意見等ありますことと思いま

すので、この際身障スポーツの実際および理論について研究いたすため」とあることから、国際大会

への選手、役員派遣や国内競技における競技規則の周知徹底と、日本において歴史の浅い身体障害者

スポーツについて議論し研究することがこの講習会のねらいであったものと読み取ることができる。

　橋谷19）は同時期の指導者講習会の様子について、「リハビリテーションの機能訓練の成果として発

展した身障スポーツ種目を我国の各訓練にどのように導入し、指導できるかということに立って講師

と受講生との間にやりとりがあった」と記していることなどから考えると、パラリンピック東京大会

を契機に、それを引き継いだ形の国内の競技大会については種々試行錯誤している最中であったこと

が如実に表れており、厚生省や日本身体障害者スポーツ協会としては、当時の指導者講習会を主催者・

講師と受講者が意見交換をしながら国内事情に適した身体障害者スポーツのあり方を模索していく契

機としたいという強い意図があったことが窺い知れよう。

　講習会は1967年 5 月29日（月）、30日（火）の 2 日間、国立身体障害センターで開催された。受講

料は無料であり、宿泊については希望者に対して（財）日本身体障害者スポーツ協会があっせんした。

　受講者は45名で、その内訳としては、都道府県障害関係者が18名、リハビリテーション等の施設関

係者が27名、医療関係者が11名であった。なお、養護・盲・ろう学校の学校関係者、身障団体関係者

および体育関係者の受講はなかった。行政ならびに医療福祉関係者が主な受講者であった点は1966年

と同じ傾向であった。活動場所あるいは居住地別には23道府県、 5 政令指定都市から集まっていた。

1966年と比較すると10県の減少であり、全国の約半数の都道府県からのみの受講にとどまっていた。

このことは1964年のパラリンピック東京大会を経て、それ以前と比べると一般に知られるようになっ
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た身体障害者スポーツであったが、その関心や認知度は「パラリンピック東京大会に比べれば高まっ

た」という程度のもので、決して高いものではなかったことを窺わせる。1968年に国民体育大会を開

催予定の福井県から 2 名、1969年開催予定の長崎県から 2 名、1970年開催予定の岩手県から 2 名が受

講していた。三県ともに1966年より二年連続して関係者の受講があった。

　講習会の内容は 2 日間を通じて、次のようであった。

開会式　会長挨拶

身体障害者の運動管理およびスポーツ実施上の注意

槍正確投或はろうあ競技

洋弓

卓球競技規則解説

卓球（視力障害センター）競技規則解説

槍投、棍棒投、円盤投、ハンドボール投、砲丸投（視力障害センター）

競技、車椅子スラローム　トラック競技の実際

閉会式　事務局長挨拶

　1967年については史料を通じて担当講師を把握することはできなかった。科目名称については「身

体障害者の運動管理およびスポーツ実施上の注意」を除いて、全国身体障害者スポーツ大会の競技種

目がそのまま科目名となって配置されていた。翌1968年の講習会の内容をみると、1966年および1967

年の講習会で含まれた科目のほかにいくつかの体育・スポーツの基礎にかかわる科目が配置され、さ

らに「身体障害者の更生」（国立身体障害センター所長・橋倉）、「身体障害者とスポーツ」（国立身体

障害センター・増田）などの科目が置かれており、1966年および1967年とは一線を画した指導者講習

会へ発展していったことが見受けられる。一方、当時の（財）日本身体障害者スポーツ協会の組織体

制などを考えると、指導者講習会のあり方に多くの労力を費やし検討することは困難だっただろうと

推察される。指導者講習会に対する基本的な考え方については1966年と大差なかったと推測されるが、

実態としては、1966年開催の指導者講習会以上に、「大会実施」、「大会派遣」のために競技規則等を

伝達することに特化した講習会であったと総括できる。

4 ．総括

　本研究では、1966年および1967年の日本の身体障がい者スポーツの指導者養成を対象として、次の

2 点について検討した。ひとつは1964年のパラリンピック東京大会から1966年にはじめて開催された

身体障害者スポーツ指導者講習会へ至る関係性についてであり、もうひとつは1966年および1967年開

催の身体障害者スポーツ指導者講習会の実態や背景についてであり、いずれについても当時の体育、

スポーツ関係者の関わりや貢献のあり方に注目して検討した。

　1964年に開催されたパラリンピック東京大会は二部構成であり、主に国内の車椅子選手以外を対象

として開催された第二部が、のちの全国身体障害者スポーツ大会へと発展して開催されていくことと
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なった。この全国身体障害者スポーツ大会を含めて身体障害者スポーツ関連事業は厚生行政の範疇と

されたことから、「スポーツ大会」としての側面を持つ全国身体障害者スポーツ大会をそれに不慣れ

な厚生行政関係者のみで行うことは困難をきわめ、体育、スポーツ関係者との協働で推進されていっ

た。そもそも、パラリンピック東京大会第二部というのは世界的に前例のない試みであったことから、

実施するにあたっては競技規則を制定するところからはじめなければならず、これは困難な作業で

あった。しかし、何名もの体育学を修めた関係者が尽力し、競技規則の制定を果たした。その競技規

則が国内の全国身体障害者スポーツ大会へと継承されていくこととなった。このような経過を考える

と、身体障害者スポーツ（現在の障がい者スポーツ）の歴史的変遷の概略について、「リハビリテーショ

ンからスポーツへ」と称されることも少なくないが、日本の障がい者スポーツの黎明期である1964年

のパラリンピック東京大会開催に前後して、すでに何人もの体育、スポーツ関係者が大きな役割を果

たしていたが明らかになる。

　1966年および1967年の身体障害者スポーツ指導者講習会については、パラリンピック東京大会第二

部を継承して全国身体障害者スポーツ大会が開催されることとなり、それに呼応する形で指導者の養

成が必要となり、指導者講習会が開催される運びとなった。講習会の内容や講師の選定については、

1965年に設立された（財）日本身体障害者スポーツ協会が有給の専任役職員を持たない脆弱な体制で

あったこともあり、初代常務理事であった氏家馨が全面的に引き受けていたであろうことが推測され

た。実質的な指導者講習会の運営は（財）日本身体障害者スポーツ協会と国立身体障害センターがと

協力とが行っており、増田弥太郎、船山純夫、橋谷俊胤の体育、スポーツ関係者が講師として複数の

科目を担当し、ここでも体育学を修めた人材が多大な貢献を果たしていた。1966年および1967年の講

習会の内容については、全国身体障害者スポーツ大会や国際大会で採用されている競技の実際のやり

方や競技規則を学ぶことが中心であったが、1966年の指導者講習会と比較すると、1967年のほうが「競

技規則等を伝達すること」に力点の置かれた講習会であったと総括できる。

【結論】

　パラリンピック東京大会から全国身体障害者スポーツ大会へ何がどのように継承されてきたのかを

検証するとき、一般的に厚生行政の一環として出発したといわれ、時には1964年当時から今日に至る

変遷について、「リハビリテーションからスポーツへ」と評されることも少なくない。一方で、日本

の障がい者スポーツの黎明期ともいえる1964年のパラリンピック東京大会から全国身体障害者スポー

ツ大会へと継承されていく過程において、すでに体育やスポーツの関係者らが多くの役割を担って貢

献していたことが明らかとなった。また、1964年のパラリンピック東京大会が体育、スポーツ関係者

の尽力もあって成功裡に終えたこともあり、パラリンピック東京大会以降の身体障害者スポーツの普

及発展に向けて、厚生行政の関係者も体育、スポーツ関係者の協力を強く求めていくことになっていっ

た模様が確認された。日本の障がい者スポーツの変遷について、「リハビリテーションからスポーツへ」

と評されることが少なくないことに触れたが、仮に身体障害者スポーツの歴史的変遷の概略としてそ

のような流れがあったことを容認したとして、「リハビリテーション」の段階からすでに体育、スポー

ツ関係者が一定の関与をし、小さくない貢献をしていたことを見逃してはならないだろう。また、こ
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うして考えたときには、「リハビリテーションからスポーツへ」という表現によって体育、スポーツ

関係者が後発的に当該領域に関わっていった印象を与えるが、決してそうではなかったことを確認し

ておくことが必要である。

【注釈】
1 ．藤原進一郎。1932年生まれ。岡山大学教育学部修了。大阪市立中学校教員（保健体育）を経て、1974年大阪市身

体障害者スポーツセンター開設とともに、指導課長に就任。その後、武庫川女子大学教授なども務め、障がい者

スポーツ関連の著書も多数。1981年に（財）日本障がい者スポーツ協会技術委員会初代委員長に就任し、2006年

まで務める。本研究の実施に伴って、2019年 7 月28日にインタビューに協力いただくとともに、多くの貴重な資

料の提供を受けた。

2 ．1969年発行の国立身体障害センター『二十周年誌』によれば、1949年に国立身体障害者更生指導所として設立され、

1964年に厚生組織規程の一部を改正する省令により、国立身体障害センターとなった。施設設置の目的として、「比

較的重度の肢体不自由者を収容して、医学的、心理学的、職能的、社会環境的判定に基づいて必要な治療や指導

訓練等を行い、幅の広い社会復帰のための方途を指導するとともに、外来肢体不自由者に対しても、その更生の

ために必要な相談、助言等を行うこと」が掲げられていた。

3 ．1964年パラリンピック東京大会を契機として身体障害者スポーツの普及を図る上で、それをどのように進めるこ

とが適切かについて意見交換したもの。出席者は今村譲（厚生省社会局長）、葛西嘉資（日本身体障害者スポーツ

協会会長）、西田剛（文部省体育局長）、浜田純三郎（国際身体障害者スポーツ大会優勝者（水泳）・鉄道弘済会身

体障害者福祉部）であった。

4 ．体育学者。1965年に東京女子体育大学学長に就任。

5 ．増田弥太郎。1899年生まれ。東京高等師範学校で体育学を修める。国立身体障害者更生指導所、国立身体障害セ

ンターで更生技官を経て、（財）日本身体障害者スポーツ協会の理事も務める。語学に堪能だったこともあり、

1960年代初旬より海外の身体障害者スポーツ関連資料の翻訳などに尽力し、日本の障がい者スポーツの発展に多

大な功績を残した。

6 ．水田賢二。1966年に順天堂大学体育学部を卒業し、国立身体障害センターで更生技官として身体障害者スポーツ

に関わる。1971年より（財）日本身体障害者スポーツ協会が主催する指導者講習会の講師を務め、初期より日本

の身体障害者スポーツを支えたひとりである。

7 ．社会福祉・医療事業団（長寿社会福祉基金）の社会福祉振興事業の一環として調査を実施し、まとめたものである。

調査研究委員会のメンバーは次のとおりであった。委員長は藤原進一郎（武庫川女子大学）。委員は加藤博志（国

立リハビリテーションセンター）、中森邦夫（東京都障害者総合スポーツセンター）、水田賢二（国立リハビリテー

ションセンター）、三村一郎（東京都多摩障害者スポーツセンター）、若菜常信（東京都障害者総合スポーツセンター）

の 5 名。

8 ．藤本道雄。1936年生まれ。1960年に日本体育大学体育学部を卒業。国立視力障害センターで視覚障がい者への運

動指導をしながら、1964年パラリンピック東京大会第二部の競技規則制定に尽力した。1966年からはじまった身

体障害者スポーツ指導者講習会の実務にはほとんど関わっていない。藤本の仕事を引き継いだのが橋谷俊胤であ

る。

9 ．橋谷俊胤。1965年に順天堂大学体育学部を卒業し、国立視力障害センター、国立身体障害センターおよび神奈川

県総合リハビリテーションセンター体育科にて身体障害者スポーツに関わる。身体障害者スポーツ指導者講習会

には1966年より講師として関わり、1973年には『身体障害者スポーツ研修テキスト』を著した。
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Abstract

It was to think about a social background at that time and the relation with person with a physical 

disability sports at the same time to catch the change of the person with a physical disability 

sports leader training, and it was thought that it was the viewpoint that It could not miss in 

arresting the historic change and trend of person with a physical disability sports, It paid my 

attention in in at the dawn of the person with a physical disability sports leader training that it 

was rare that the historical materials were poor and studied it and were treated particularly 1966 

and 1967. As a result, it became clear about following many points.

　　・Succeeding to Paralympics Tokyo meeting Part 2, and a national person with a physical 

disability athletic meet being held, and the need of the leader class producing it in form to agree 

with it and having been held.

　　・Having been as an opportunity to grope for a better method while the contents of the class 

performing transmission and the instruction about person with a physical disability sports for a 

student attending a lecture from a lecturer, and exchanging opinions because it was the dawn.

　　・Contribution of Kaoru Ujiie who a national physical disability center cooperated with Japan 

person with a physical disability sports association and developed business because association of 

Japan person with a physical disability sports at the time of the establishment did not have a 

member of paid exclusive duty post, and, above all, was a Managing Director first generation 

director having been great.

Keywords：instructor training, sport for persons with physical disabilities, national center for 

persons with physical disabilities

The Beginning of Training Sport Leaders for People with Disabilities in Japan：
Early leadership classes and contributions from physical education personnel
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